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衆
議
院
議
員
浅
尾
慶
一
郎
君
提
出
国
家
公
務
員
の
採
用
及
び
待
遇
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
か
ら
三
ま
で
に
つ
い
て

一
般
職
非
現
業
の
常
勤
職
員
の
人
数
は
、
平
成
二
十
二
年
七
月
一
日
現
在
で
、
二
十
七
万
三
千
三
百
七
人
で
あ
り
、
そ
の

府
省
等
別
の
人
数
は
、
会
計
検
査
院
千
二
百
六
十
九
人
、
人
事
院
六
百
四
十
二
人
、
内
閣
官
房
六
百
八
十
七
人
、
内
閣
法
制

局
七
十
一
人
、
内
閣
府
二
千
二
百
九
十
九
人
、
宮
内
庁
九
百
四
十
六
人
、
公
正
取
引
委
員
会
七
百
五
十
六
人
、
警
察
庁
八
千

四
十
三
人
、
金
融
庁
千
四
百
七
十
二
人
、
消
費
者
庁
二
百
八
人
、
総
務
省
五
千
二
百
八
十
五
人
、
法
務
省
五
万
千
五
百
二
十

七
人
、
外
務
省
五
千
五
百
八
十
五
人
、
財
務
省
七
万
二
千
百
八
人
、
文
部
科
学
省
二
千
百
八
十
四
人
、
厚
生
労
働
省
三
万
千

六
百
二
十
四
人
、
農
林
水
産
省
一
万
九
千
三
百
三
十
七
人
、
経
済
産
業
省
八
千
四
百
七
十
五
人
、
国
土
交
通
省
五
万
九
千
五

百
五
十
七
人
、
環
境
省
千
二
百
四
人
、
防
衛
省
二
十
八
人
で
あ
る
。

一
般
職
非
現
業
の
非
常
勤
職
員
の
人
数
は
、
人
事
統
計
報
告
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
四
十
一
年
政
令
第
十
二
号
）
に
基
づ

く
非
常
勤
職
員
在
職
状
況
統
計
報
告
に
よ
れ
ば
、
平
成
二
十
二
年
七
月
一
日
現
在
で
、
十
四
万
五
千
三
百
十
一
人
で
あ
り
、

そ
の
府
省
等
別
の
人
数
は
、
会
計
検
査
院
三
十
五
人
、
人
事
院
三
百
六
十
人
、
内
閣
官
房
五
百
十
二
人
、
内
閣
法
制
局
三
人

、
内
閣
府
二
千
三
百
五
十
一
人
、
宮
内
庁
百
九
十
四
人
、
公
正
取
引
委
員
会
三
十
八
人
、
警
察
庁
千
百
五
十
二
人
、
金
融
庁

一



四
百
五
十
九
人
、
消
費
者
庁
百
二
十
四
人
、
総
務
省
三
千
八
百
二
十
四
人
、
法
務
省
五
万
六
千
七
百
九
十
三
人
、
外
務
省
三

百
六
十
一
人
、
財
務
省
八
千
四
百
十
六
人
、
文
部
科
学
省
三
千
三
百
十
六
人
、
厚
生
労
働
省
三
万
九
千
三
百
七
十
九
人
、
農

林
水
産
省
一
万
四
十
九
人
、
経
済
産
業
省
四
千
二
百
三
十
三
人
、
国
土
交
通
省
一
万
二
千
五
百
十
一
人
、
環
境
省
千
九
十
八

人
、
防
衛
省
百
三
人
で
あ
る
。

ま
た
、
平
成
二
十
二
年
七
月
一
日
現
在
で
、
一
般
職
現
業
の
常
勤
職
員
の
人
数
は
、
農
林
水
産
省
五
千
六
百
四
十
人
、
一

般
職
現
業
の
非
常
勤
職
員
の
人
数
は
、
農
林
水
産
省
二
千
二
百
八
十
九
人
で
あ
る
。

な
お
、
「
実
親
が
国
家
公
務
員
で
あ
る
、
ま
た
は
過
去
に
国
家
公
務
員
で
あ
っ
た
者
」
の
人
数
に
つ
い
て
は
、
把
握
し
て

い
な
い
。

四
及
び
五
に
つ
い
て

独
立
行
政
法
人
の
常
勤
職
員
総
数
は
、
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日
現
在
（
厚
生
労
働
省
所
管
の
独
立
行
政
法
人
に
あ

っ
て
は
、
同
年
四
月
一
日
現
在
）
で
十
三
万
九
千
七
百
九
十
人
で
あ
り
、
非
常
勤
職
員
総
数
に
つ
い
て
は
、
把
握
し
て
い
な

い
。な

お
、
「
実
親
が
国
家
公
務
員
で
あ
る
、
ま
た
は
過
去
に
国
家
公
務
員
で
あ
っ
た
職
員
」
の
人
数
に
つ
い
て
は
、
把
握
し

二



て
い
な
い
。

六
に
つ
い
て

平
成
二
十
二
年
四
月
一
日
現
在
で
、
厚
生
労
働
省
所
管
の
独
立
行
政
法
人
の
常
勤
職
員
総
数
は
七
万
九
千
九
十
八
人
で
あ

り
、
非
常
勤
職
員
総
数
は
一
万
七
千
四
百
六
十
六
人
で
あ
る
。

な
お
、
厚
生
労
働
省
所
管
の
独
立
行
政
法
人
の
職
員
の
う
ち
、
「
実
親
が
国
家
公
務
員
で
あ
る
、
ま
た
は
過
去
に
国
家
公

務
員
で
あ
っ
た
職
員
」
の
人
数
に
つ
い
て
は
、
把
握
し
て
い
な
い
。

七
に
つ
い
て

内
閣
府
の
国
民
経
済
計
算
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
年
の
経
済
活
動
別
分
類
「
公
務
」
に
お
け
る
雇
用
者
報
酬
を
、
そ
の
雇

用
者
数
で
除
し
て
得
ら
れ
る
額
は
約
千
一
万
円
と
な
る
。
た
だ
し
、
「
公
務
」
と
他
の
経
済
活
動
別
分
類
の
間
で
は
、
雇
用

形
態
、
年
齢
構
成
、
勤
続
年
数
等
の
様
々
な
要
素
に
相
違
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
お
尋
ね
の
雇
用
者
報
酬
の
水
準
に
つ
い
て
、

単
純
に
比
較
す
る
こ
と
は
適
当
で
な
い
と
考
え
て
い
る
。

八
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
平
均
年
収
」
に
つ
い
て
は
、
そ
の
定
義
が
明
ら
か
で
は
な
く
、
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
が
、
平
成

三



二
十
二
年
度
当
初
予
算
に
お
け
る
国
家
公
務
員
の
給
与
費
は
約
三
兆
八
千
四
十
八
億
円
で
あ
り
、
そ
の
う
ち
自
衛
官
の
給
与

費
は
約
一
兆
三
千
五
百
九
十
五
億
円
、
自
衛
官
以
外
の
給
与
費
は
約
二
兆
四
千
四
百
五
十
三
億
円
と
な
っ
て
お
り
、
仮
に
こ

れ
ら
の
額
を
そ
れ
ぞ
れ
の
人
数
で
あ
る
約
五
十
六
万
四
千
人
、
約
二
十
三
万
人
、
約
三
十
三
万
四
千
人
で
単
純
に
除
し
て
得

ら
れ
る
額
は
、
そ
れ
ぞ
れ
約
六
百
七
十
五
万
円
、
約
五
百
九
十
一
万
円
、
約
七
百
三
十
二
万
円
で
あ
る
。

一
般
職
の
非
現
業
国
家
公
務
員
の
給
与
に
つ
い
て
は
、
毎
年
、
人
事
院
が
、
国
家
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百

二
十
号
）
第
二
十
八
条
第
一
項
の
情
勢
適
応
の
原
則
に
基
づ
き
、
民
間
の
給
与
水
準
と
均
衡
を
図
る
た
め
、
公
務
に
類
似
す

る
職
務
に
従
事
す
る
民
間
企
業
従
業
員
の
給
与
の
実
態
を
調
査
し
、
公
務
員
の
給
与
水
準
と
民
間
の
給
与
水
準
を
均
衡
さ
せ

る
勧
告
を
行
っ
て
き
て
い
る
。
内
閣
と
し
て
は
、
人
事
院
勧
告
制
度
の
国
家
公
務
員
の
労
働
基
本
権
制
約
の
代
償
措
置
と
し

て
の
性
格
に
鑑
み
、
第
百
七
十
六
回
国
会
に
人
事
院
勧
告
ど
お
り
の
「
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
案
」
を
提
出
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
の
よ
う
な
民
間
準
拠
の
考
え
に
基
づ
き
定
ま
る
公
務
員
の
給
与
の
水

準
に
つ
い
て
は
、
妥
当
な
も
の
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。
ま
た
、
自
衛
官
の
給
与
に
つ
い
て
は
、
基
本
的
に
は
一
般
職
の
国

家
公
務
員
の
給
与
制
度
に
準
じ
て
お
り
、
そ
の
給
与
の
水
準
は
、
妥
当
な
も
の
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

な
お
、
今
後
の
国
家
公
務
員
の
給
与
改
定
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
二
年
十
一
月
一
日
に
閣
議
決
定
し
た
「
公
務
員
の
給

四



与
改
定
に
関
す
る
取
扱
い
に
つ
い
て
」
に
お
い
て
、
「
次
期
通
常
国
会
に
、
自
律
的
労
使
関
係
制
度
を
措
置
す
る
た
め
の
法

案
を
提
出
し
、
交
渉
を
通
じ
た
給
与
改
定
の
実
現
を
図
る
」
こ
と
と
し
、
さ
ら
に
、
現
下
の
経
済
社
会
情
勢
や
厳
し
い
財
政

事
情
等
を
踏
ま
え
、
「
な
お
、
そ
の
実
現
ま
で
の
間
に
お
い
て
も
、
人
件
費
を
削
減
す
る
た
め
の
措
置
に
つ
い
て
検
討
し
、

必
要
な
法
案
を
次
期
通
常
国
会
か
ら
、
順
次
、
提
出
す
る
」
こ
と
と
し
て
い
る
。

五


